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令和７年度山形県保険薬局物価高騰対策支援金交付要綱 

 （趣旨）  

第１条 この要綱は、薬局が受ける調剤に係る消耗品等の物価高騰の影響を軽減し、医療提供体制の

維持・確保を図るため、保険薬局（健康保険法等の規定により、保険調剤を行う薬局として厚生労

働大臣の指定を受けたものをいう）を県内で運営する者（以下「交付対象者」という。）に対し、予

算の範囲内で令和７年度山形県保険薬局物価高騰対策支援金（以下「支援金」という。）を交付する

ことに関し、必要な事項を定めるものとする。  

 （支給対象施設）  

第２条 支援金の交付の対象となる施設は、所在地が山形県内である薬局のうち、令和７年３月１日

及び第４条の規定による交付の申請の日のいずれの時点においても保険薬局として運営している

薬局とする。 

 （支援金の額）  

第３条 支援金の額は、保険薬局１施設あたり２万円とする。  

 （交付の申請）  

第４条 支援金の交付を受けようとする交付対象者は、支給対象施設１施設ごとに、令和７年５月16

日までに、次に掲げる書類を知事に提出しなければならない。  

(１) 令和７年度山形県保険薬局物価高騰対策支援金交付申請書（様式第１号） 

(２) 支援金の振込先とする申請者名義の預貯金通帳の表紙及び表紙裏面（金融機関名、店名、店

番号、口座種別、口座番号及び口座名義人（カタカナ名義を含む。）が記載されたページ）の写

し 

(３) その他知事が必要と認める書類  

 （交付の決定）  

第５条 知事は、支援金の交付の申請があった場合において、当該申請に係る書類等の審査により、当

該申請に係る支援金を交付すべきものと認めたときは、速やかに支援金の交付の決定を行うものと

する。  

２ 知事は、前項の場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、支援金の交付の申請に係

る事項につき修正を加えて支援金の交付を決定することがある。 

 （決定の通知）  

第６条 知事は、支援金の交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに付した条件

を支援金の交付の申請をした交付対象者に通知するものとする。 

２ 前項の交付の決定は、支援金の額の確定を兼ねるものとする。 

 （支援金の支払）  

第７条 知事は、前条の交付の決定後速やかに、交付対象者に支援金を支払うものとする。 

 

 

 



2 

 

 （決定の取消し）  

第８条 知事は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当することが判明したときは、支援金の交付

の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により支援金の交付を受けたとき 

(２) この要綱に違反する行為があったとき 

(３) 支援金の交付の目的に著しく反する行為があったとき 

 （支援金の返還）  

第９条 知事は、前条の規定による取消しをした場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に支

援金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

 （関係書類の保管）  

第10条 交付対象者は、申請に係る証拠書類を整理し、支援金の交付を受けた年度の翌年度から起算

して５年間保管しておかなければならない。 

  

附 則  

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


